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長沼町人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」の趣旨に基づき、長沼町にお

ける人口の現状の分析を行い、人口に関する地域住民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人

口の将来展望を提示するものです。 

このため、地域の実情に応じた平成 27 年度から平成 31 年度までの 5か年の目標や施策の基本的方向

性や、具体的な施策をまとめた「地方版総合戦略」を策定する上で重要な基礎となることを認識し、人

口ビジョンを策定することを目的としています。 

 

 

 長沼町人口ビジョンの対象期間は、25 年後の平成 52 年(2040 年)、45 年後の平成 72 年（2060 年）と

し、第 5期長沼町総合振興計画（平成 23 年度～平成 32 年度）との整合性を図るとともに、国立社会保

障・人口問題研究所の人口推計を基礎数値として用いていきます。 

 

 

■長期ビジョンの趣旨 

我が国は、50 年後に１億人程度の人口を維持することを目指し、日本の人口動向を分析し、将来展望

を示しています。 

 

■人口現状と将来展望 

●日本の人口減少をどう考えるか 

・日本は、2008 年をピークとして人口減少時代へ突入し、今後一貫して人口が減少し続けると推計され

ている。 

・地域によって状況が異なり、地方では本格的な人口減少に直面している市町村が多い。 

●人口減少が経済社会に与える影響をどう考えるか 

・人口の減少により、経済規模の縮小や国民生活の水準が低下する恐れがある。 

●「東京一極集中」の問題をどう考えるか 

・地方から東京圏への人口流入は続いており、特に若い世代が東京圏に流入する。 

●人口減少に歯止めを掛けることの意味をどう考えるか 

・出生率の改善が早期であるほど、その効果は大きい。 

 

■目指すべき将来方向と今後の基本戦略 

●目指すべき「将来方向」をどう考えるか 

・将来にわたって活力ある日本社会を維持することが基本方向。 

・国民の、地方移住や結婚・出産・子育てといった希望を実現する。 

⻑沼町 ⼈⼝ビジョン

⻑沼町⼈⼝ビジョンの位置づけ

⻑沼町⼈⼝ビジョンの対象期間

国の⻑期ビジョン
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●取り組むべき「政策目標」をどう考えるか 

・人口減少克服・地方創生に正面から取り組むとともに、地域の特性に即した対応や制度全般の見直し

を進めていく必要がある。 

・以下の中長期的な政策目標を提示する。 

①若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現 

②東京圏への人口の過度の集中の是正 

③地域の特性に即した地域課題の解決 

●今後、この問題にどのような姿勢で臨むべきか 

・国民的論議を喚起し、人口減少は国家の根本に関わる問題であるとの基本認識を共有し、中長期的な

目標を掲げ継続的に取り組む。 

・地域住民の参加も得る形で、地方の発意と自主的な取組を基本とし、国がそれを様々な面で支援して

いく。 

■ 我が国の人口の推移と長期的な見通し ■ 

・国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」（出生中位（死亡中位））
によると、2060 年の総人口は約 8,700 万人にまで減少すると見通されている。 

・仮に、特殊合計出生率が 2030 年に 1.8 程度、2040 年に 2.07 程度（2020 年には 1.6 程度）まで上昇
すると、2060 年の人口は約 1億 200 万人となり、長期的には 9,000 万人程度で概ね安定的に推移す
るものと推計される。 

・なお、仮に合計特殊出生率が 1.8 や 2.07 となる年次が 5年ずつ遅くなると、将来の定常人口が概ね
300 万人程度少なくなると推計される。 
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北海道では、戦後、1970 年代の高度経済成長期と 1980 年代後半～1990 年代前半のいわゆるバブル経

済期を除くと、1990 年代後半までは人口増加が続いたが、平成 10(1998)年に最も多い約 570 万人に達し

て以降、現在まで、人口減少が続いている。 

 また、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した将来人口推計では、2040 年の人口は 419 万人、

2060 年の人口は約 308 万人にまで減少すると見込まれる。 

 

■ 北海道の人口推移の見通し ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■目指すべき将来の方向 

●人口減少への対応方針 

〇人口減少の進行の緩和 

・自然減（出生数＜死亡数）への対応 

・社会減（転入者数＜転出者数）への対応 

〇人口減少により地域に生じる様々な課題への対応 

  

北海道⼈⼝ビジョン 
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●取組の基本方針 

〇道民をはじめ、企業、ＮＰＯ、市町村、道等が人口減少問題に関する基本認識を共有し、それぞれが

役割を発揮しながら、その対策に一体的に取り組む。 

〇広域分散型で様々な資源を有するなど、地域ごとに異なる本道の特性や実情に応じ、多様な地域社会

の在り方を踏まえた取組を進める。 

〇人口減少問題への対応の視点から、これまでの取組を見つめ直し、長期的展望に立って、有効な対策

を総合的に構築し実施する。 

 

●目指す姿とその実現に向けた取組 

〇「個性豊かで持続可能な地域社会」の実現に向けて 

・結婚・出産の希望の実現と地域全体による子育て環境づくり 

・地域の資源や特性を生かし、生き生きと働くことのできる就業の場の確保 

・将来にわたって暮らし続けることのできる生活環境の確保に取り組む 
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 長沼町における 1960 年（昭和 35 年）以降の人口推移を国勢調査からみると、1960 年（昭和 35 年）時

点の 18,763 人から人口は減少傾向にあり、1995 年（平成 7年）に 12,293 人と 1990 年（平成 2年）対比

で 11 人の増加に転じたが、2005 年（平成 17 年）は 12,401 人で 51 人減、2010 年（平成 22 年）には 11,691

人で 710 人減となっている。 

なお、2010 年（平成 22 年）の人口 11,691 人は、50 年前となる 1960 年（昭和 35 年）対比で 62.3％、

7,072 人の減少となる。 

また、世帯当たり人数は一貫して減少傾向にあり、2010 年（平成 22 年）では 2.70 人で、世帯数は 4,324

世帯となっている。 

 

■ 長沼町の国勢調査人口推移 ■ 

 
資料）国勢調査（基準日各年 10 月 1日） 
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 2000 年（平成 12 年）から 2010 年（平成 22 年）までの国勢調査による人口ピラミッドを見ると、いず

れの年次においても「20～24 歳」前後の年齢階層で減少している一方で、いわゆる壮年・高齢層ではや

や増加傾向にある。 

 

■ 長沼町の人口ピラミッド：2000 年（平成 12 年） ■ 

 
資料）国勢調査（以下同じ） 

■ 長沼町の人口ピラミッド：2005 年（平成 17 年） ■ 
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■ 長沼町の人口ピラミッド：2010 年（平成 22 年） ■ 

 

 

このような若年層の流出傾向は、高校卒業後の進学・就職時に転出が増加することが大きな要因であ

ると考えられる。 

また、「0～4歳」も減少傾向にあるのは、出生率自体が大きくは増加していないことに加え、出産適齢

期と捉えられる 20 歳から 30 歳代の女性自体が減少していることから、結果的に出生数が減少している

ものと考えられる。 

 

 これらについて、長沼町の年齢別人口の推移を更に詳しくみると、2000 年（平成 12 年）以降では、「5

～9歳」や「10～14 歳」などの減少が顕著であり、2010 年（平成 22 年）には「5～9歳」が 401 人、「10

～14 歳」が 518 人で、それぞれ 2000 年（平成 12 年）対比で 66.7％、73.7％となっており、大きく減少

している。この年齢階層での単身世帯等は考えにくいことから、保護者などと一緒に世帯単位で転出し

たケースが多いものと考えられる。 

 一方で、「15～19 歳」が中学校や高校卒業の時期となるが、こちらも 2010 年（平成 22 年）で 509 人と

2000 年（平成 12 年）に比べて 185 人もの減少となっており、これらについては進学や就職などによって

町外へと転出したものと考えられる。 

 なお、長沼町では、「25～29 歳」や「30～34 歳」などの減少も顕著で、2010 年（平成 22 年）にはそれ

ぞれ 552 人、500 人となっており、2000 年（平成 12 年）対比では 75.1％、79.2％で 2割を超える減少と

なっている。これらの年齢階層から「50～54 歳」まではほぼ一貫して減少しており、こうしたいわゆる

「働き盛り」の年齢層の減少は、長沼町に働く場がない、雇用を賄いきれていない可能性が高いものと

思われる。 

 一方で、70 歳以上の年齢階層では増加しているが、このことは平均余命の延伸に加えて、福祉や医療
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といった都合により周辺町村からの転入が増加しているものと考えられる。 

 

■ 長沼町の年齢別人口の推移 ■ 

単位：人 

2000 年（平成 12 年） 2005 年（平成 17 年） 2010 年（平成 22 年） 

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 
2000 年

対比 

2005 年

対比 

0～4 歳 524  268  256 425  207  218 419 214 205 80.0% 98.6%

5～9 歳 601  301  300 552  295  257 401 202 199 66.7% 72.6%

10～14 歳 703  343  360 596  296  300 518 266 252 73.7% 86.9%

15～19 歳 694  337  357 638  299  339 509 245 264 73.3% 79.8%

20～24 歳 611  320  291 570  286  284 511 266 245 83.6% 89.6%

25～29 歳 735  373  362 589  319  270 552 297 255 75.1% 93.7%

30～34 歳 631  316  315 748  361  387 500 267 233 79.2% 66.8%

35～39 歳 805  402  403 672  333  339 713 357 356 88.6% 106.1%

40～44 歳 808  425  383 782  393  389 661 323 338 81.8% 84.5%

45～49 歳 901  454  447 805  412  393 775 382 393 86.0% 96.3%

50～54 歳 957  467  490 915  458  457 783 396 387 81.8% 85.6%

55～59 歳 824  370  454 1,021  491  530 888 442 446 107.8% 87.0%

60～64 歳 866  414  452 854  392  462 985 470 515 113.7% 115.3%

65～69 歳 873  415  458 837  394  443 819 366 453 93.8% 97.8%

70～74 歳 762  358  404 842  395  447 789 355 434 103.5% 93.7%

75～79 歳 509  200  309 718  328  390 750 341 409 147.3% 104.5%

80～84 歳 336  133  203 444  161  283 612 255 357 182.1% 137.8%

85～89 歳 205  60  145 241  76  165 326 97 229 159.0% 135.3%

90～94 歳 88  22  66 105  28  77 131 34 97 148.9% 124.8%

95～99 歳 17  2  15 44  10  34 42 8 34 247.1% 95.5%

100 歳以上 2  1  1 3 -  3 7 1 6 350.0% 233.3%

資料）国勢調査 

注 ）2010 年（平成 22 年）の対比はそれぞれ総数 

 

 また、住民基本台帳（各年 3月末日基準）から長沼町の人口を見てみると、2015 年（平成 27 年）では

11,439 人で、2010 年（平成 22 年）の 12,056 人（同年の国勢調査人口は 11,691 人）と比べると 617 人

の減少となっている。 

 一般的に住民基本台帳は地方では国勢調査よりも多くなる傾向があるが、人口の減少傾向自体は続い

ており、人口ピラミッドを見ても、若年層が少ないといった傾向にも変化がないことから、今後もこう

した傾向が続くものと考えられる。 
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■ 長沼町の住民基本台帳人口推移 ■ 

 
資料）住民基本台帳（各年 3月末日） 

 

■ 長沼町の人口ピラミッド：2015 年（平成 27 年） ■ 

 
資料）住民基本台帳（3月末日時点） 
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人口動態と合計特殊出生率（ＴＦＲ） 

 

■人口動態 

 長沼町の住民基本台帳から社会増減と自然増減についてみると、ほとんどの年度で転出数が転入数を

上回っており、2013 年度（平成 25 年度）は転出数 435 人に対し、転入数が 389 人で差引き転出超過数が

46 人となっている。 

 自然増減についても死亡数が出生数を上回っており、2013 年度（平成 25 年度）では死亡数 56 人に対

し、出生数が 82 人と差引き死亡超過数が 74 人となっている。 

 これらから、長沼町は自然増減についても、社会増減についても減少傾向にあることがわかるが、社

会増減については年度によるばらつきも大きい。 

 

■ 長沼町の社会増減と自然増減の推移 ■ 

 

資料）住民基本台帳（各年 12 月末） 

  

1
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■ 長沼町の社会増減と自然増減の推移 ■ 

単位：人 
自然増減 社会増減 

出生 死亡 自然増減 転入 転出 社会増減 

1999（平成 11） 96 -95 1 578 -564 14 

2000（平成 12） 81 -116 -35 559 -507 52 

2001（平成 13） 92 -106 -14 582 -524 58 

2002（平成 14） 81 -131 -50 463 -487 -24 

2003（平成 15） 86 -111 -25 462 -493 -31 

2004（平成 16） 90 -106 -16 551 -533 18 

2005（平成 17） 74 -127 -53 443 -460 -17 

2006（平成 18） 90 -138 -48 436 -454 -18 

2007（平成 19） 87 -143 -56 386 -555 -169 

2008（平成 20） 92 -134 -42 376 -478 -102 

2009（平成 21） 90 -114 -24 369 -465 -96 

2010（平成 22） 79 -137 -58 355 -408 -53 

2011（平成 23） 75 -130 -55 356 -470 -114 

2012（平成 24） 68 -158 -90 387 -355 32 

2013（平成 25） 82 -156 -74 389 -435 -46 

資料）住民基本台帳（各年 12 月末） 
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これら社会増減の状況について、国勢調査からより具体的にみると、2010 年（平成 22 年）の道内市町

村別で転出超過が多いのは、札幌市の 95 人、次いで恵庭市の 65 人、北広島市の 58 人、江別市の 42 人

などとなっている。一方で、転入超過の状況をみると、夕張市が 18 人となっているが、そのほかに転入

超過が 10 人を超える市町村はない。 

 なお、道外については、転入が 180 人、転出が 213 人の転出超過が 33 人となっているが、他市町村に

みられるような関東圏への偏りなどは余り無い。 

■ 長沼町の転入出の状況（2010 年（平成 22 年）） ■ 

転入 転出 ※転入－転出 

道内他市町村から 784 道内他市町村へ 1,061 -277

札幌市 234 札幌市 329 -95

北広島市 55 北広島市 113 -58

栗山町 35 恵庭市 98 -65

千歳市 34 江別市 71 -42

恵庭市 33 千歳市 66 -32

江別市 29 岩見沢市 54 -30

夕張市 28 栗山町 36 -1

岩見沢市 24 苫小牧市 25 -14

旭川市 21 南幌町 21 -7

由仁町 17 由仁町 18 -1

南幌町 14 旭川市 17 4

函館市 12 八雲町 15 -4

苫小牧市 11 美唄市 11 -3

稚内市 11 夕張市 10 18

八雲町 11 その他 177 ※ 

深川市 10 

その他 205 他都府県へ 213 -33

東京都 31 -8

他都府県から 180 福岡県 23 -19

青森県 28 千葉県 20 -9

東京都 23 青森県 16 12

沖縄県 14 神奈川県 16 -4

神奈川県 12 茨城県 15 -8

千葉県 11 岐阜県 13 -11

愛知県 10 沖縄県 13 1

その他 82 静岡県 11 -6

その他 55 ※ 

資料）国勢調査（2010 年（平成 22 年）） 

注１）道内市町村の各市町村と、他県の各都府県はそれぞれ内数で、10 人を越えるものを抽出 

注２）前回（2005 年（平成 17 年）の国勢調査以降（5年間）に転入や転出があった数 
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また、常住地による人口と就業者数、従業地・通学地による人口と従業地による就業者数をみると、

長沼町を常住地とする人口では、2010 年（平成 22 年）の総数（夜間人口）11,691 人に対して、「他市区

町村で従業・通学」が 1,898 人、「他県で従業・通学」が 4人の計 1,902 人と 16.3％となっており、8割

強が長沼町内で従業や通学していることがわかる（2割弱が町外へ）。 

■ 長沼町を常住地とする人口（2010 年（平成 22 年）） ■ 

単位：人 
総数 

（夜間人口） 

従業も 

通学もしてい

ない 

自宅で 

従業 

自宅外の 

町内で 

従業・通学 

他市区町村

で従業・通学

他県で 

従業・通学 

（従業地・ 

通学地） 

不詳 

総数（男女別） 11,691 4,161 1,974 3,531 1,898 4 127

  15 歳未満 1,338 533 - 789 16 - - 

  15～19 歳 509 14 2 254 236 - 3

  20～24 歳 511 68 40 191 204 1 8

  25～29 歳 552 93 67 221 155 1 16

  30～34 歳 500 100 69 181 140 1 10

  35～39 歳 713 134 97 281 188 - 13

  40～44 歳 661 108 120 218 198 1 17

  45～49 歳 775 115 170 271 213 - 6

  50～54 歳 783 100 218 255 198 - 12

  55～59 歳 888 144 267 298 164 - 15

  60～64 歳 985 305 270 286 113 - 11

  65～69 歳 819 397 210 154 48 - 10

  70～74 歳 789 504 181 86 14 - 4

  75～79 歳 750 563 148 34 4 - 1

  80～84 歳 612 508 85 11 7 - 1

  85 歳以上 506 475 30 1 - - - 

  不詳 - - - - - - - 

資料）国勢調査（2010 年（平成 22 年）） 

注 ）常住地や従業地、通学地等の不詳が異なることから、総数が合わない場合がある（以下、同じ） 

 

 また、特に従業者数に絞ってみると、総数 6,118 人に対して「他市町村で従業」が 1,600 人、「他県で

従業」が 3 人の計 1,603 人となっているが、このことは、長沼町内を常住地としている者の 26.2％が長

沼町外に通勤（勤務）していることを意味している。 一方で、長沼町を従業地や通学地にしている町

外常住者をみると、総数（昼間人口）の 11,645 人に対して、「道内他市町村に常住」が 1,685 人、「他県

に常住」が 1 人の計 1,686 人で、全体の 14.5％となっている。このうち、従業者については、6,291 人

に対して町外常住者は 1,637 人で、全体の 26.0％となっている。 

 これらを改めて整理すると、長沼町に常住する者の 16.3％が町外で従業、通学し、特に従業者につい

ては 26.2％が町外で従業しているのに対し、長沼町外に常住する者が長沼町内で従業、通学する比率は

それぞれ 14.5％、26.0％となっていることから、長沼町から他市町村に従業、通学する者の方が、他市

町村から長沼町に従業、通学する者よりやや多いことがわかる。 
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■ 長沼町を常住地とする従業者数（2010 年（平成 22 年）） ■ 

単位：人 総数 自宅で従業 
自宅外の 

町内で従業 

他市町村で 

従業 
他県で従業 

（従業地） 

不詳 

総数（男女別） 6,118 1,974 2,527 1,600 3 17

  15 歳未満 - - - - - - 

  15～19 歳 66 2 40 24 - - 

  20～24 歳 368 40 190 137 - 1

  25～29 歳 444 67 221 152 1 4

  30～34 歳 390 69 181 140 1 - 

  35～39 歳 568 97 281 188 - 2

  40～44 歳 537 120 218 198 1 1

  45～49 歳 654 170 271 213 - - 

  50～54 歳 674 218 255 198 - 3

  55～59 歳 733 267 298 164 - 4

  60～64 歳 671 270 286 113 - 2

  65～69 歳 412 210 154 48 - - 

  70～74 歳 281 181 86 14 - - 

  75～79 歳 186 148 34 4 - - 

  80～84 歳 103 85 11 7 - - 

  85 歳以上 31 30 1 - - - 

不詳 - - - - - - 

資料）国勢調査（2010 年（平成 22 年）：以下同じ） 

■ 長沼町を従業地・通学地とする人口・従業者数（2010 年（平成 22 年）） ■ 

単位：人 

従業地・通学地による人口 従業地による従業者数 

総数 

（昼間人口） 

うち道内他市

町村に常住 
うち他県に常住 総数 

うち道内他市

町村に常住 
うち他県に常住

総数（男女別） 11,645 1,685 1 6,291 1,636 1

  15 歳未満 1,332 2 - - - - 

  15～19 歳 353 61 - 60 14 - 

  20～24 歳 391 69 - 309 69 - 

  25～29 歳 539 128 - 433 128 - 

  30～34 歳 564 193 1 454 193 1

  35～39 歳 756 214 - 611 214 - 

  40～44 歳 649 176 - 525 176 - 

  45～49 歳 803 231 1 682 231 - 

  50～54 歳 821 222 - 712 222 - 

  55～59 歳 918 174 - 763 174 - 

  60～64 歳 1,023 136 - 709 136 - 

  65～69 歳 838 63 3 431 63 - 

  70～74 歳 788 11 - 280 11 - 

  75～79 歳 750 2 1 186 2 - 

  80～84 歳 614 3 - 105 3 - 

  85 歳以上 506 - - 31 - - 

  不詳 332 - - - - - 
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■合計特殊出生率（ＴＦＲ） 

 合計特殊出生率（ＴＦＲ：Total Fertility Rate）とは、一人の女性が一生に産む子供の平均数を示

しており、例えば時期や地域などの異なる集団間の出生による人口の自然増減を比較、評価する際の重

要な指標であることから、今回の推計でも用いている。 

 この合計特殊出生率（ＴＦＲ）について、長沼町の状況をみると、なだらかな減少を続けて 2003 年（平

成 15 年）～2007 年（平成 19 年）には 1.30 となったが、直近値（2008 年（平成 20 年）～2012 年（平成

24 年））では 1.43 と増加している。この数値は北海道の 1.25 を 0.18 ポイント上回り、全国の 1.39 につ

いても 0.04 ポイント上回っている。 

なお、北海道は全国の数値よりも相対的に低い水準にあり、このことは同時期の合計特殊出生率（Ｔ

ＦＲ）が 1.08 となっているなど札幌市の影響が大きいと考えられるが、このように一般的に都市部は低

位にあると指摘されており、長沼町も周辺町村を含む岩見沢保健所の数値よりも更に高い状況にある。 

 

■ 長沼町の合計特殊出生率（ＴＦＲ）推移 ■ 

 

資料）人口動態保健所・市区町村別統計（全国は人口動態総計） 

注※1）岩見沢保健所の所轄区域は岩見沢市と夕張市、美唄市、三笠市、長沼町、南幌町、由仁町、栗山町、月形町 

 

 また、参考までに人口動態総覧により、全国の 1950 年（昭和 25 年）から 2010 年（平成 22 年）まで

の推移をみると、1950 年（昭和 25 年）は 3.65 となったが、1965 年（昭和 40 年）の 2.14 以降はなだら

かな減少傾向にあり、2005 年（平成 17 年）には 1.26 まで低下したが、2010 年（平成 22 年）には 1.39

と 0.13 ポイント増加した。 

 なお、人口が均衡（増加も減少もしない）する合計特殊出生率（ＴＦＲ）は 2.1 程度といわれており

（「人口置換水準」という）、2013 年（平成 25 年）の女性の死亡率等を考慮すると 2.07（国立社会保障・

人口問題研究所の算出値）となるが、1970 年（昭和 45 年）の 2.13 以降でこの水準を上回ったことはな

い。 
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 また、1970 年（昭和 45 年）以降は 20 歳代の出生率が大きく低下している反面、近年では 30 歳～40

歳代の出生率が上昇傾向にあるが、直近の 2013 年（平成 25 年）では 1.43 と前年の 1.41 を 0.02 ポイン

ト、図中の 2010 年（平成 22 年）の 1.39 を 0.04 ポイント、それぞれ上回った。 

 

■ 全国の合計特殊出生率（ＴＦＲ）推移 ■ 

1960 年（昭和 35 年）～2010 年（平成 22 年）：5年刻み 

 
資料）人口動態総覧 

注１）人口動態総覧に市町村別の数値はない 

注２）過去の合計特殊出生率のピークは、統計が開始された 1947 年（昭和 22 年）の 4.54 である 
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 国勢調査から産業別就業者数をみると、2010 年（平成 22 年）では、第一次産業が 1,855 人（全体に占

める割合 30.3％）、第二次産業が 808 人（同 13.2％）、第三次産業が 3,455 人（同 56.5％）となっており、

第二次産業の減少が大きい。第二次産業と第三次産業について、2005 年（平成 17 年）と 2010 年（平成

22 年）の増減率でみると、最も減少幅が大きいのが「鉱業・採石業・砂利採取業」の▲42.9％、次いで

「複合サービス業」の▲26.5％、「建設業」の▲25.1％、「電気･ガス・熱供給・水道業」の▲25.0％など

となっており、産業別のばらつきは大きい。 

■ 長沼町の産業別就業者数等 ■ 

 

資料）国勢調査 
注１）2010 年（平成 22 年）調査から 2007 年（平成 19 年）11 月標準産業分類の改定後の産業で集計 
注２）2005 年（平成 17 年）と 2000 年（平成 12 年）は旧 1市 3町の合算の数値 
注３）表中の「構成」とは、全産業に占める各産業の割合 

  

総数 男 女

6,752 3,861 2,891 100.0 6,664 3,718 2,946 100.0 6,118 3,368 2,750 100.0 -8.2 -9.4 -6.7 

2,300 1,205 1,095 34.1 2,119 1,114 1,005 31.8 1,855 963 892 30.3 -12.5 -13.6 -11.2 

農 業 ・ 林 業 2,298 1,203 1,095 34.0 2,118 1,113 1,005 31.8 1,855 963 892 30.3 -12.4 -13.5 -11.2 

う ち 農 業 2,284 1,196 1,088 33.8 2,117 - 1,004 31.8 1,846 958 888 30.2 -12.8 - -11.6 

漁 業 2 2 - 0.0 1 1 - 0.0 - - - - - - -

1,112 847 265 16.5 1,001 754 247 15.0 808 602 206 13.2 -19.3 -20.2 -16.6 

鉱 業 ・ 採 石 業 ・

砂 利 採 取 業
7 6 1 0.1 7 6 1 0.1 4 4 - 0.1 -42.9 -33.3 -

建 設 業 730 601 129 10.8 590 486 104 8.9 442 362 80 7.2 -25.1 -25.5 -23.1 

製 造 業 375 240 135 5.6 404 262 142 6.1 362 236 126 5.9 -10.4 -9.9 -11.3 
3,340 1,809 1,531 49.5 3,544 1,850 1,694 53.2 3,455 1,803 1,652 56.5 -2.5 -2.5 -2.5 

電 気 ･ ガ ス ・

熱 供 給 ・

水 道 業

24 22 2 0.4 24 22 2 0.4 18 18 - 0.3 -25.0 -18.2 -

情 報 通 信 業 - - - - 20 13 7 0.3 19 13 6 0.3 -5.0 0.0 -14.3 

運 輸 業 ・

郵 便 業
298 256 42 4.4 281 251 30 4.2 257 226 31 4.2 -8.5 -10.0 3.3

卸 売 業 ・

小 売 業
957 418 539 14.2 840 355 485 12.6 650 303 347 10.6 -22.6 -14.6 -28.5 

金 融 業 ・

保 険 業
55 18 37 0.8 45 13 32 0.7 36 15 21 0.6 -20.0 15.4 -34.4 

不 動 産 業 ・

物 品 賃 貸 業
14 8 6 0.2 11 7 4 0.2 44 32 12 0.7 300.0 357.1 200.0

学 術 研 究 ・
専 門 ・ 技 術

サ ー ビ ス 業

- - - - - - - - 151 87 64 2.5 - - -

宿 泊 業 ・

飲 食 サ

ー ビ ス 業

- - - - 229 73 156 3.4 266 71 195 4.3 16.2 -2.7 25.0

生活関連サービス業・

娯 楽 業
- - - - - - - - 232 87 145 3.8 - - -

教 育 ・ 学 習 支 援 業 - - - - 159 78 81 2.4 152 79 73 2.5 -4.4 1.3 -9.9 

医 療 ・ 福 祉 - - - - 484 103 381 7.3 527 106 421 8.6 8.9 2.9 10.5

複 合 サ ー

ビ ス 業
- - - - 151 112 39 2.3 111 78 33 1.8 -26.5 -30.4 -15.4 

サ ー ビ ス 業

（ 他 に 分 類 さ

れ な い も の ）

1,579 717 862 23.4 900 471 429 13.5 332 215 117 5.4 -63.1 -54.4 -72.7 

※ 参 考 1,579 717 862 23.4 1,943 850 1,093 29.2 1,790 736 1,054 29.3 -7.9 -13.4 -3.6 
公務（他に分類される

も の を 除 く ）
406 367 39 6.0 383 341 42 5.7 388 335 53 6.3 1.3 -1.8 26.2

7 3 4 0.1 17 11 6 0.3 272 138 134 4.4 1,500.0 1,154.5 2,133.3分 類 不 能

女 構成
増減率　(%)

総 数

第 1 次 産 業

第 2 次 産 業

総数 男 女 構成 総数 男

2005年（平成17年） 2010年（平成22年） 2005年～2010年2000年（平成12年）

第 3 次 産 業

総数 男 女 構成
単位：人

⻑沼町の経済の環境 
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 特に農業の状況について、農林業センサスをみると総農家数は 2010 年（平成 22 年）時点で 804 戸、

うち販売農家が 726 戸といずれも減少傾向にある。 

 

■ 長沼町の農家数等 ■ 

年 次 総農家数 
自給的 

農家 

販売農家 
世帯員 

総数 

農業従事 

世帯員総数計 専業農家
１種 

兼業農家 

２種 

兼業農家 

平成 12 年 1,006 64 934 261 553 128 4,235 2,710 

  17 年 931 75 856 278 482 96 3,516 2,435 

   22 年計 804 98 726 331 294 101 2,785 2,078 

資料）農林業センサス 

 

また、併せて観光についてみると、長沼町の 2013 年度（平成 25 年度）の観光入込客数は 848 千人で

北海道の 0.6％程度の水準にあり、空知総合振興局との対比でも 7.1％を占めるにとどまっている。 

全道的な傾向と同様に夏にピークを向かえ、冬はオフシーズンとなるが、冬の流氷観光などの影響も

小さく、11 月から翌 4月にかけて入込客数は低調に推移している。 

 

■長沼町の観光：観光入込客数の推移■ 

 
資料）北海道観光入込客数調査報告書 

注１）「空知」とは、空知総合振興局（旧空知支庁）を示す 
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 人口ビジョン作成にあたり、町民のニーズを把握するために長沼町では４種のアンケートを実施いた

しました。調査種別と回収率については下記のとおりです。 

 

●若年層向けアンケート  

対象：20 歳以上 39 歳以下の男女  

主眼：結婚、子育て、ワーク・ライフ・バランス 

 回収率 21.6％ 

 

●転入者向けアンケート  

対象：長沼町への転入者  

主眼：転入理由、動向、長沼の印象 

 回収率 25.9％ 

 

●転出者向けアンケート  

対象：長沼町からの転出者  

主眼：転出理由、動向、回帰の可能性、長沼の印象 

 回収率 18.5％ 

 

●農業者向けアンケート  

対象：長沼町の農業者  

主眼：今後の農業経営、農業施策への意見 

 回収率 29.9％ 

 

■若年層アンケート調査結果から 

１）結婚への意向と交際状況、婚活状況 

～「早く結婚したいがなかなか実現できない」人が約２割～ 

○「いずれ結婚したいが、理想的な相手が見つかるまでは結婚しなくてもかまわない」が最も

多く35.5％、次いで「いずれ結婚したいが、まだ早いので今は結婚したいと思わない」が

20.6％、「早く結婚したいが、なかなか実現できない」が17.1％となっている。 

○「いずれは結婚したい（「いずれ結婚したいが、理想的な相手が見つかるまでは結婚しなく

てもかまわない＋いずれ結婚したいが、まだ早いので今は結婚したいと思わない）」との回

答割合は56.1％を占めている。 

 

～「早く結婚したいがなかなか実現できない」人の約７割は、 

「（現在）交際している人はいない」～

アンケート結果の分析（概要）
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○「早く結婚したいが、なかなか実現できない」との結婚へ前向きな意向を持っている回答者

において、「交際している人はいない」が最も多く74.4％となっている。 

～「早く結婚したいがなかなか実現できない」人の約５割は「（現在）婚活をしていない」、 

２割弱は「これから（婚活）をしてみたい」～

○「早く結婚したいが、なかなか実現できない」との結婚へ前向きな意向を持っている回答者

において、「（婚活は現在）していない」が最も多く53.8％、次いで「現在している」が20.5％、

「これからしてみたい」が15.4％となっている。 

⇒以上より、「早く結婚したいが、なかなか実現できない」との回答者層が一定程度おり、そのう

ち「交際している人がいない」割合が高く、また婚活を望む声もあることから、何らかの結婚

への支援等が必要と考えられる。 

 

２）結婚、子どもに関する考え方 

①「結婚は個人の自由であるから結婚してもしなくてもどちらでもよい」への考え方 

 ～８割以上が「結婚は個人の自由であるから結婚してもしなくてもどちらでもよい」と回答～

○そう思う（そう思う＋どちらかといえばそう思う）との回答割合は、80.9％で８割以上が

結婚は個人の自由であるから、結婚してもしなくてもどちらでもよい」と思っている。 

 

②「結婚しても必ずしも子どもを持つ必要はない」という考え方 

 ～約７割が「結婚しても必ずしも子どもを持つ必要はない」と回答～ 

○そう思う（そう思う＋どちらかといえばそう思う）との回答割合は、65.9％で約７割が「結

婚しても必ずしも子どもを持つ必要はない」と思っている。 

 

③「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方 

 ～約８割が「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきであるとは思わない」と回答 

一方、「そう思う」が約２割～

○そう思わない（そう思わない＋どちらかといえばそう思わない）との回答割合は、79.3％

で約８割が「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」とは思っていない。 

⇒以上より、「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」という固定的性別役割分担意識を持っ

ている人が約２割はいる。性別で役割を固定的に考えるのではなく、仕事や家事、育児など、

今まで以上に広い分野で、男性と女性が協力し合うことが必要となってきていることを認識で

きるような啓発活動が必要とされてくる。 
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３）女性の就労に関する考え方、女性の結婚・妊娠・出産による退職状況 

①「女性が仕事を持つこと」への考え方 

～３割強が「子どもができたら仕事をやめ、 

大きくなったら再び仕事を持つ方がよい」と回答～

○「子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事を持つ方がよい」が最も多く

34.8％、次いで「子どもができても、ずっと仕事を続けるほうがよい」が33.4％となって

いる。 

②女性の結婚・妊娠・出産による退職状況 

～「結婚した時点で、仕事をやめた」、「妊娠を機に、仕事をやめた」がいずれも２割強～ 

○「結婚した時点で、仕事をやめた」が最も多く25.4％、次いで「妊娠を機に、仕事をやめ

た」が23.7％、「育児休業後に、仕事に復帰した」が22.6％となっている。 

⇒「子どもができても、ずっと仕事を続けるほうがよい」という継続就業支持が、「子どもができ

たら職業をやめ、大きくなったら再び職業を持つ方がよい」と考える「一時中断・再就職」支

持を下回る結果となっている。 

  また、実際に、女性の結婚・妊娠・出産による退職状況として、「結婚した時点で、仕事をや

めた」「妊娠を機に、仕事をやめた」がいずれも２割強となっていることから、女性の就業継続

や再就職をめぐる状況は依然として厳しい中で、結婚や出産を機に離職する女性は以前と変わ

らず多いため、男女にかかわらず働きやすい職場環境づくりの必要性は一層高まっていくこと

が考えられる。 

 

４）子どもの有無及び人数別での理想の子どもの人数 

～現在子どもが１人若しくは２人いる人は、 

理想は、もう１人以上欲しいと思っている割合が高い～

○現在「１人」子どもがいる人のうち50.6％が理想としては「２人」の子どもが欲しいと思

っている。また、41.8％は「３人」の子どもが欲しいと思っている。 

○現在「２人」子どもがいる人のうち53.0％が理想としては「３人」の子どもが欲しいと思

っている。 

○現在「３人」子どもがいる人のうち83.3％が、理想も「３人」と回答している。現在「４

人以上」子どもがいる人のうち100.0％が、理想も「４人以上」と回答している。 

○現在「子どもはいない」人のうち56.2％が、理想としては「２人」の子どもが欲しいと思

っている。 

⇒現在子どもが１人若しくは２人のいる人は、理想としては、もう１人以上欲しいと思っている

割合が高い。理想をかなえるため、子どもを産むための、また子育てへの支援等が必要とされ

ている。 
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５）男性の家事・育児、男性の仕事以外の生活を重視した働き方 

①男性が家事・育児実施へのイメージ 

～「仕事と両立させることは、現実として難しい」が１割強～ 

○「子どもによい影響を与える」が最も多く29.3％、次いで「男性も家事・育児を行うこと

は当然である」が23.2％、「家事・育児を行う男性は、時間の使い方が効率的で、仕事もで

きる」が18.9％、「仕事と両立させることは、現実として難しい」が13.2％となっている。

 

②男性が仕事以外の生活も重視した働き方として 

～「リフレッシュのための休暇を取得する」が３割強。一方で、仕事を休みやすい環境を職場

が作っていく必要がある等の意見もある～ 

○「リフレッシュのための休暇を取得する」が最も多く33.0％、次いで「育児・介護のため

の休暇を取得する」が30.5％、「仕事と育児・介護を両立させるため、仕事の負担を軽減

してもらう」が16.8％となっている。 

○ただ一方で、その他意見として仕事を休みやすい環境を職場が作っていく必要があると思

う等が挙げられている。 

⇒男性が家事・育児と「仕事を両立させることは、現実として難しい」との回答が１割強。男性

が仕事以外の生活も重視した働き方として、様々な選択肢はあるものの、仕事を休みやすい環

境を職場が作っていく必要がある等を今後の検討事項として挙げる人もいる。男性も家事や育

児を仕事と両立できるよう雇用環境等の整備が望まれる。 

 

６）ワーク・ライフ・バランスの認知度等 

①ワーク・ライフ・バランスの認知度 

～「聞いたことがない」が最も多く５割強～ 

○「聞いたことはない」が最も多く54.3％、次いで「聞いたことがある」が26.1％、「聞い

たことはあるが、意味はよくわからない」が18.2％となっている。 

②ワーク・ライフ・バランスの実現状況と実現できていない理由 

～「実現できていないと思う」が約３割、その理由は「長時間労働であるため」が最も多い～

○実現状況は、「どちらとも言えない」が最も多く47.5％、次いで「実現できていないと思

う」が31.1％、「実現できていると思う」が19.5％となっている。 

○ワーク・ライフ・バランスが実現できない理由は、「長時間労働であるため」が最も多く

49.6％、次いで「その他」が27.0％、「職場の理解がないため」が22.6％となっている。

○その他としては、育児時間が長く自分の時間が持てない、仕事と収入と休みのバランスが

取れない等が挙げられている。 

⇒ワーク・ライフ・バランスの認知度が低いため、まずは啓発活動が必要とされる。 

また、ワーク・ライフ・バランスの実現度も低い。やりがいや充実感を感じながら働き、仕

事上の責任を果たす一方で、子育てや介護の時間、家庭、地域、自己啓発等に係る個人の時間

を持ち、豊かな生活ができるよう、職場だけではなく地域全体で仕事と生活の双方の調和の実

現を目指していく必要がある。 
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７）行政による結婚支援方策の必要性、その内容 

～約８割が行政による結婚支援方策の必要性があると回答～ 

○取り組んで欲しい（積極的に取り組んで欲しい＋どちらかといえば取り組んで欲しい）との

回答割合は、79.1％で、全体の約８割が、行政が結婚を支援する方策に取り組んで欲しいと

考えている。 
 

～支援方策内容としては、「安定した雇用機会の提供」が最も多い～ 

○行政による結婚支援方策内容としては、「安定した雇用機会の提供」が最も多く49.1％、次

いで「出会いの機会の創出」が47.4％、「夫婦が共に働き続けられるような職場環境の充実」

が44.5％となっている。 

⇒行政による結婚支援方策への期待は大きい。特に「安定した雇用機会の提供」が最も多く、「夫

婦が共に働き続けられるような職場環境の充実」も多く挙げられていることから、まずは雇

用の安定化、職場環境の充実等により、生活が安定しなければ結婚～出産とはなりにくいこ

とが指摘されている。 

 

８）行政の支援方策促進により子どもを持つことへの気持ちの変化 

～７割強が、行政が少子化対策促進によって、 

子どもが欲しい、もう１人子どもが欲しいという気持ちになると思うと回答～

○行政が、経済的支援や保育サービス、仕事と子育ての両立支援といった現在の少子化対策を

進めていくと、「子どもが欲しい」または「もう１人子どもが欲しい」という気持ちになる

かどうかについて、そう思う（そう思う＋どちらかといえばそう思う）との回答割合は、全

体で75.0％となっている。 
 

～７割強が、子どもを持ちたい気持ちになるための行政の支援方策の内容は、 

「児童手当（子ども手当）の拡充や子育て減税などの経済的支援」と回答～

○子どもを持ちたい気持ちになるための行政の支援方策の内容は、「児童手当（子ども手当）

の拡充や子育て減税などの経済的支援」が最も多く75.5％、次いで「保育サービスや留守家

庭児童会など子どもの預け場所、居場所の整備」が45.2％、「育児休業の取得促進や長時間

労働の是正など仕事と生活の調和が取れる働き方の推進」が43.3％となっている。 

⇒行政が少子化対策促進によって、子どもが欲しい、もう１人子どもが欲しいという気持ちに

なると思うとの回答が７割強。特に「児童手当（子ども手当）の拡充や子育て減税など」の

経済的支援が最も必要とされ、「保育サービスや留守家庭児童会など子どもの預け場所、居場

所の整備」も指摘されている。 

 

９）長沼町で安心して結婚・出産・子育て等するために必要な方策や、 

ワーク・ライフ・バランスの推進についての意見等 

○長沼町で安心して結婚・出産・子育て等するために必要な方策等については、雇用の安定化、

経済的支援、長時間労働の見直し、ワーク・ライフ・バランスの充実、婚活支援、子育てに

関わる部分では、保育所の充実、一時預かりの充実等に関する意見等が挙げられている。 
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■転入者・転出者アンケート調査結果から 

１）転入前・転出後居住地 

～道内での転入出が７割～８割～ 

○転入前居住地、転出後居住地は、いずれにおいても「道内」が最も多く、転入前は73.4％、

転出後は78.0％となっている。 

 

～道内での転入出は、「石狩」からの転入が約４割、「石狩」への転出は約６割～ 

○転入前・転出後居住地を道内地域別にみると、「石狩」が最も多く転入は39.2％、転出が

57.7％、次いで「空知」が転入は20.6％、転出が23.1％となっている。 

○市町村別でみると「札幌市」が、いずれにおいても最も多い。 

 

２）転入出理由 

～転入、転出理由は、いずれも「仕事の都合」が７割弱～ 

○転入及び転出理由は、いずれにおいても「仕事の都合」が最も多く、順に64.0％、54.0％

となっている。 

 

～「仕事の都合」での転入理由は「転勤」が約５割、転出理由は「就職」が４割強～ 

○仕事の都合での転入及び転出理由の内訳をみると、転入は「転勤」が最も多く48.3％、転

出は「就職」が最も多く42.6％となっている。 

    

３）長沼町の住みやすさ 

～転入者の 73.4％が「住みやすい」、転出者は 85.0％が「住みやすかった」と評価～ 

○長沼町の住みやすさ（とても住みやすい（かった）＋どちらかといえば住みやすい（かっ

た））は、転入者は73.4％、転出者は85.0％が住みやすい（かった）と評価している。 

 

４）長沼町の住みやすい点 

～転入者は「静かな居住環境」、転出者は「自然が豊か」であることを評価～ 

○前述の長沼町は住みやすいとの回答者に、住みやすい点について尋ねたところ、転入者は

「静かな居住環境」が最も多く64.7％、転出者は「自然が豊か」が最も多く72.9％となっ

ている。 

○あわせて、転入者は「自然が豊か」等も評価し、転出者は「静かな居住環境」、「食べ物が

おいしい」等も評価している。 

⇒引き続き、長沼町が住み良いまちであると感じてもらい、転入者を増やし、転出者を減らし

ていくためにも、特に「自然が豊か」で「静かな居住環境」が提供できていること、「食べ物

がおいしい」こと等について、アピールが必要とされる。 
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５）長沼町の住みにくい点 

～転入者、転出者いずれにおいても特に「交通の便が悪い」ことを指摘～ 

○前述の長沼町は住みにくいとの回答者に、住みにくい点について尋ねたところ、転入者及

び転出者いずれにおいても「交通の便が悪い」が最も多く順に83.3％、75.0％が指摘して

いる。 

○あわせて、転入者、転出者いずれも「買物などの日常生活が不便」等が多く挙げられてい

る。 

⇒長沼町が住み良いまちであると感じてもらい、転入者を増やし、転出者を減らしていくため

にも、特に「交通の便」の改善、「買物など日常生活が不便」への改善が必要とされる。 

 

６）転入者の長沼町での居住継続意向・転出者の長沼町への再度居住意向 

～転入者の「今後も住み続けたい」は約６割 

そのうち転出の可能性は約半数で理由としては仕事（就職）の都合が特に多い～

○転入者の居住継続への意向は、「今後も住み続けたい」が56.1％、「将来は町外に引っ越し

たい」が39.6％となっている。そのうち、町外に転出の可能性は、「ない」が61.5％、「あ

る」が35.9％となっている。転出の可能性の理由は、「仕事（就職）の都合で転出する可

能性がある」が最も多く89.3％、次いで「家族の生活の都合で転出する可能性がある」が

10.7％となっている。 

 

～転出者の「再度居住したい」は約７割 

そのうち再度居住条件としては「町内に希望する仕事」を挙げる人が特に多い～

○転出者の長沼町への再度居住意向は、「はい」が67.0％、「いいえ」が31.0％となっている。

長沼町への再度居住条件は、「町内に希望する仕事がある」が最も多く46.3％、次いで「そ

の他」が29.9％、「希望する条件の住宅が町内にある」が20.9％となっている。 

⇒前述のとおり、長沼町への転入の多くは、「仕事の都合」で、中でも「転勤」が多いため、会

社の方針等によって転入が決定するものではある。 

ただ、転勤者以外の転入者には居住継続してもらえるよう、現在は転出者であっても、い

ずれ長沼町に再び居住してもらえるようにするためには、まずは雇用の場が確保されること

が条件となる。 

 

７）長沼町を住み良いまちにするための意見等 

～長沼町を住み良いまちにするため意見等として共通して挙げられたものは、 

「交通の便の充実」、「雇用の確保、安定化」等～

○長沼町を住み良いまちにするため意見等として共通しているのは、「交通の便の充実」、「雇

用の確保、安定化」、「医療の充実」、「買い物場所の充実」、「ごみ処理対応」、「交流の場づく

り」等が挙げられている。 
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■農業者アンケート調査結果から 

１）作物 

～生産作物は「麦類」「水稲」「雑穀・豆類」～ 

○生産している作物は、「麦類」が最も多く64.2％、次いで「水稲」が62.1％、「雑穀・豆類」

が59.5％。 

○生産している作物を組合せ別でみると、「麦類＋雑穀・豆類＋水稲＋野菜」が最も多く25.8％、

次いで「麦類＋雑穀・豆類＋水稲」が11.1％、「野菜」が8.9％。 

 

～「水稲」農家、「野菜」農家等が多い～ 

○販売額が最も大きな作物は、「水稲」が最も多く34.2％、次いで「野菜」が28.9％、「麦類」

が11.6％。 

 

～麦類、雑穀・豆類、水稲、花きは９割以上が「農協」へ出荷～ 

○販売額が最も大きな作物の主要出荷先は、「農協」が最も多く77.4％、次いで「直接販売（イ

ンターネット・通販・顧客）」が5.3％。 

○販売額が最も大きな作物別でみると、麦類、雑穀・豆類、水稲、花きは９割以上が「農協」。

⇒以上より、生産作物の約８割は農協へ出荷している。農協以外の出荷先として直接販売等は全

体で２割弱程度となっている。 

 

２）農業の担い手 

～規模が大きな農家ほど「後継者がいる」～ 

○後継者の有無は、「いる」が33.7％、「いない」が65.3％。 

○耕地面積別でみると、20ｈａ以上は「いる」の方が多く、20ｈａ～30ｈａ未満は53.6％、30

ｈａ以上は75.0％の方が後継者はいると回答。 

 

～「役場やＪＡが関与する」なら、 

家族・親族以外の第三者を後継者として考えるとの回答が約２割～

○家族・親族以外の第三者を後継者にできるかどうかについては、「できない」が最も多く

69.4％、次いで「役場やＪＡが関与するなら考える」が22.6％。 

 

～野菜、花き、果実農家では「時期的に人手が不足」～ 

○人手は、「時期的に不足」が最も多く44.2％、次いで「足りている」が42.1％。 

○販売額が最も大きな作物別でみると、麦類は「足りている」が最も多く、一方野菜、花き、

果実は「時期的に不足」が最も多く、その回答は半数以上。 

○人手の採用状況は、「時期的に採用したい」が最も多く77.5％。 

○人手の採用対象は、「長年、長沼町に在住している方」が最も多く56.2％。 

⇒以上より、後継者のいない農業者において、家族・親族以外の第三者を後継者にはできないと

の回答は約７割と多いものの、役場やＪＡが関与するなら考えるとの回答が約２割いる。経営

移譲者と継承者を募集し、マッチングする支援等の仕組みづくりが期待されている。 
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３）今後の農業経営 

～今後も農業経営形態は変えずに経営するとの回答が多い～ 

○今後の農業経営形態は、現在の農業形態別でみると、専業農家は今後も「専業」が最も多く、

第１種及び第２種兼業農家はいずれも「兼業」が最も多く、今後も現在と変わらない農業経

営形態であるとの回答が多い。 

 

～若年層や、大規模農家は今後「経営拡大」との回答が多い～ 

○今後の農業経営は、「現状維持」が最も多く45.3％、次いで「経営拡大」が30.0％、「離農」

が15.8％。 

○年代別でみると、20代～30代は「経営拡大」、40代～60代は「現状維持」、70代以上は「離農」

が最も多い。 

○耕地面積別でみると、20ｈａ未満は「現状維持」が最も多く、一方、20ｈａ以上は「経営拡

大」が最も多い。 

 

～今後経営縮小、離農予定者は「農地を売却したい」が最も多い～ 

○経営縮小、離農する場合の農地は、「農地を売却したい」が最も多く63.9％、次いで「農地

を貸したい」が27.8％。 

○経営縮小、離農を選ぶ理由は、「後継者がいない」が最も多く72.2％、次いで「高齢化」が

61.1％、「農機具等の更新で費用負担が大きい」が22.2％。 

⇒以上より、若年層、大規模農家は今後経営拡大への意向が比較的強い。一方で後継者がおらず、

高齢化による経営縮小や離農予定者は、農地の売却、賃貸借等を希望している。経営拡大希望

者と経営縮小・離農者とのマッチングが必要とされている。 

 

４）移住・定住 

～新規就農者は、「歓迎する」が約７割～ 

○新規就農者については、「歓迎する」が最も多く40.5％、次いで「どちらかと言えば歓迎す

る」が29.5％。歓迎（歓迎する＋どちらかと言えば歓迎する）との回答は70.0％。 

 

～農業地区に非農家が移住してくることは、「歓迎する」が約５割～ 

○農業地区に非農家が移住してくることについては、「どちらともいえない」が最も多く

31.6％、次いで「歓迎する」が26.8％、「どちらかと言えば歓迎する」が22.1％。歓迎（歓

迎する＋どちらかと言えば歓迎する）との回答は48.9％で、約半数が歓迎すると回答。 

 

～行政が、非農家の移住に向けて地域との調整を図ることは、「賛成する」が約７割～ 

○行政が、非農家の移住について積極的に関与し、移住前に地域活動・農業に関する情報を伝

え、地域との調整を図ることを検討することについて、「賛成する」が最も多く43.7％、次

いで「どちらかと言えば賛成する」が23.7％。賛成（賛成する＋どちらかと言えば賛成する）

との回答は67.4％で、約７割が賛成と回答。 

⇒以上より、新規就農者の受入れには、前向きである回答者が多い。今後、新規就農者の受入準

備から、就農、経営確立までの支援も含めて検討していく必要がある。 
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５）長沼町の今後の農業 

～農地集約化が進む場合の農家戸数減少については、 

「農地集約と小規模農家の両方を推進し戸数を維持」が４割強～

○農地集約化が進む場合の農家戸数減少については、「しかたない」が最も多く49.5％、次い

で「農地集約と小規模農家の両方を推進し戸数を維持」が44.7％。 

 

～長沼町の農業の今後は「地域の特徴を生かした作物の栽培と販売を推進する」が約７割～ 

○長沼町の農業の今後は、「地域の特徴を生かした作物の栽培と販売を推進する」が最も多く

72.6％、次いで「農産物に付加価値をつけた販売を推進する」が42.1％、「新規就農者を受

け入れる」が30.5％。 

 

～長沼町産農産物の差別化は、「長沼町産の農産物をブランド化する」が約５割～ 

○長沼町産農産物の差別化は、「長沼町産の農産物をブランド化する」が最も多く52.6％、次

いで「食品加工事業者などとの連携を強化し、農産物を加工して商品化する」が45.3％、「飲

食店・ホテル・旅館・学校給食などで長沼町産の食材を利用する」が39.5％。 

⇒以上より、今後長沼町の農業は「地域の特徴を生かした作物の栽培と販売を推進」し、「長沼町

産の農産物をブランド化」していくことへのニーズが特に多い。長沼町に適した作物や栽培技

術の開発等、長沼町産の農産物の付加価値向上やイメージアップを含め、地元農産物を生かし

た特産品の開発等が必要となってくる。 
 

６）意見等 

～長沼町の農業施策への期待は、「農産物価格への対策」が約４割～ 

○長沼町の農業施策への期待は、「農産物価格への対策」が最も多く41.1％、次いで「長沼町

ブランド農産物の選定・販売対策」が37.4％、「担い手対策」が36.8％。 

 

～今後の長沼町のまちづくりの新しい方策への意見は「大規模化の見直し」など～ 

○今後の長沼町のまちづくりの新しい方策への意見としては、 

・「大規模化の見直し」 

→経営規模拡大するとますます農村戸数が少なくなり限度がなくなる。現状の規模で複合

化を進め所得の拡大を図り戸数を減らさず農村部の人口を減らさないよう図る。等 

・「新規就農者への支援」 

→必要な要件が整わないとなかなか就農は難しいため、篤農家と思われる農家に手伝いに

入り数年後には、そこの農家経営を引き継ぐのがスムーズに移譲できるのでないか。等

・「農産物加工の促進」 

→農作物加工は個人対応には限界があるので、加工業者を誘致するか、農協が中心となり、

町の支援で法人を設立し取り組むことが、雇用の増加、人口の増加につながる。等 

・「休耕地の活用」 

→休耕地の利用促進をもっと考えて欲しい。等 

といった意見が挙げられている。 
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⇒以上より、長沼町の農業施策への期待として、特に「農産物価格への対策」「長沼町ブランド農

産物の選定・販売対策」への期待が大きい。 

⇒長沼町産のブランド農産物、その加工品については、更なる知名度の向上や販売拡大していく

必要がある。長沼町産ブランド農産物の魅力を発信し、消費喚起を促すような企画、運営も必

要とされる。 
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■推計方法 

・年齢別人口の加齢に伴って生じる年々の変化を、その要因（死亡、出生及び人口移動）ごとに計算し

て将来の人口を求める「コーホート要因法」により推計した 

・基準人口は、暫定的に 2010 年（平成 22 年）の国勢調査人口とした 

・合計特殊出生率（ＴＦＲ）は、厚生労働省の「市区町村別生命表」を用いた（岩見沢保健所：長沼町

の直近値（2008 年（平成 20 年）～2012 年（平成 24 年））は 1.43） 

・将来の 0～4歳の性比については、過去の男女出生数の平均値から算出した 

・将来の生残率は、北海道「北海道保健統計年報」の簡易生命表（男女別）から算出した 

・社会増減率は、住民基本台帳から生残率を考慮して 5歳階級別に算出した 

 

■推計区分 

①社人研推計（社人研推計に準拠） 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」とする）の推計と同様に、社会増減率は直近値（こ

こでは 2015 年（平成 27 年）値）を用いたが、社人研と同様に今後の増減率を調整した（一部増減率

を 1/2)。 

②出生率上昇（北海道の推計と同じ数値を適用） 

上記「①社人研推計」を基に、2030 年（平成 42 年）に合計特殊出生率（ＴＦＲ）が 1.80、2040 年

（平成 52 年）に同じく 2.07（社人研が算出した「人口置換水準」）となるよう逓増するものとして推

計した（2040 年（平成 52 年）以降のＴＦＲは 2.07 を維持）。 

③出生率上昇＋流出入均衡 

上記「②出生率上昇」を基に、2040 年（平成 52 年）の段階で長沼町全体の流出入（社会増減）が均

衡するものとして推計した（各年齢階層のプラス幅合計とマイナス幅合計が 2040 年（平成 52 年）時

点で合致）。 

 

■推計結果概観 

推計結果全体をみると、推計の基準年となる 2010 年（平成 22 年）の人口は 11,691 人となり、「①社

人研推計」では 2040 年（平成 52 年）が 8,003 人、2060 年（平成 72 年）が 5,561 人で 2010 年（平成 22

年）対比ではそれぞれ 68.5％、47.6％となった。 

この「①社人研推計」では合計特殊出生率（ＴＦＲ）を 1.59（長沼町の実績値）と設定しているが、

これを北海道の推計と同様に 2030 年 1.80、2040 年（平成 52 年）2.07 と設定したのが「②出生率上昇」

であり、2040 年（平成 52 年）で 8,518 人、2060 年（平成 72 年）で 6,549 人となり、2010 年（平成 22

年）対比ではそれぞれ 72.9％、56.0％となった。 

「③出生率上昇＋流出入均衡」は、上記「②出生率上昇」を基に、2040 年（平成 52 年）の段階で長沼

町全体の流出入（社会増減）が均衡するものとして推計したが（各年齢階層の社会増減のプラス幅とマ

イナス幅が合致）、2040 年（平成 52 年）で 9,319 人、2060 年（平成 72 年）で 7,951 人となり、2010 年

（平成 22 年）対比ではそれぞれ 79.7％、68.0％となった。  

⻑沼町の将来⼈⼝推計 
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■各推計結果の推移■ 

 

注）2010 年（平成 22 年）は国勢調査の実績値（各年 4 月 30 日） 

 

単位：人 
2010 年 

平成 22 年 

2015 年

平成 27 年

2020 年 

平成 32 年 

2025 年

平成 37 年

2030 年

平成 42 年

2035 年

平成 47 年

2040 年

平成 52 年

2045 年 

平成 57 年 

2050 年 

平成 62 年 

2055 年

平成 67 年

2060 年

平成 72 年

①社人研推計 11,691 11,147 10,566 9,937 9,301 8,657 8,003 7,353 6,722 6,123 5,561

②出生率上昇 11,691 11,152 10,598 10,059 9,566 9,051 8,518 7,985 7,468 6,987 6,549

③出生率上昇 

＋流出入均衡 
11,691 11,329 10,883 10,455 10,090 9,713 9,319 8,927 8,560 8,229 7,951
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また、これら推計結果の老年（65 歳以上）人口比率をみると、「①社人研推計」ではほぼ一貫して増加

傾向にあり、2030 年（平成 42 年）に 40％を超えて 41.1％となり、2060 年（平成 72 年）には 45.9％に

達する。 

「②出生率上昇」では、2040 年（平成 52 年）にピークとなる 41.4％まで増加するが、その後逓減し

て 2060 年（平成 72 年）には 38.9％となる。 

「③出生率上昇＋流出入均衡」では、ピーク値が更に下がり、2030 年（平成 42 年）と 2040 年（平成

52 年）に 37.8％となるが、その後減少して、2060 年（平成 72 年）には 32.8％まで低下する。 

 

■老年人口比率の推移（推計）■ 

 

 

これらについて、推計結果ごとに、年齢 3区分別で整理すると、次のとおりとなる。 
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■ 「①社人研推計」の年齢 3区分別推計結果 ■ 

 

■ 「②出生率上昇」の年齢 3区分別推計結果 ■ 
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■ 「③出生率上昇＋流出入均衡」の年齢 3区分別推計結果 ■ 
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■雇用について 

〇総人口及び生産年齢人口の減少は、地域の雇用にも大きな影響を与えるが、その内訳をみると、

都市部などへの求人の集中や、事務系職種への人気の片寄りがある一方、建設や運輸等の業種で

は人手が不足するといったアンバランス化が顕著になっている。 

 

〇今後進行する高齢化を改めてみると、医療や福祉といったサービスの需要増加が見込まれるが、

既に現段階においても、福祉関係機関の看護師や介護福祉士などの人材は不足している。 

 

〇このような傾向は、今後も当面は続くものと考えられるが、これからの人口減少下において、地

域全体では雇用の場が足りずに、若年層、取り分け中学校や高校などを卒業する時期に札幌圏な

どでの進学・就職（流出）が引き続き予想される。 

 

〇その反面、「人手不足」が懸念される業種での慢性的な人材不足、特に福祉などは今後の需要拡大

が見込まれていることから、需要と供給との格差が更に拡大して、地域における各種サービスの

維持が、質・量ともに困難になっていくことが予想される。 

 

〇一方で、現在はやや改善傾向にあるが、有効求人倍率や常用雇用の求人数などの更なる改善（増

加）も求められる。 

 

〇雇用の「質」を考えた場合、非正規よりも正規、臨時よりも常用が安定しており、給与などの条

件も一般的には高いことから、今後の人生や家族設計などにおいて、人口増加・維持にプラスの

効果をもたらすものと考えられる。 

 

〇現在「人手不足業種」と呼ばれる福祉や建設、運輸関連では、今後も人手不足が深刻化し、場合

によっては、地域のインフラ整備や物流などにも影響を及ぼしかねない懸念もある。 

 

〇一方で、求職者側から人気の高い事務系などの職種は引き続き雇用の場の不足が予想され、地域

全体でみると雇用自体は足りないものの、業種や職種別にみるとばらつきが今より顕著になるこ

とが予想される。 

  

⼈⼝の変化が⻑沼町に与える影響
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■産業について 

〇長沼町の産業別人口を国勢調査からみると、第一次産業が 1,855 人で全体の 30.3％、第二次産業

が 808 人で同 13.2％、第三次産業が 3,455 人で同 56.5％となっている。 

 

〇これまでの経緯を整理すると、第一次産業が減少し、第三次産業の全体に占める比率は大きく上

昇しているものの、引き続き第一次産業の占める割合は高い。 

 

〇ただし、今後の第一次産業の増加は余り見込まれないことから、第二次産業などの更なる活性化

を図っていく必要がある。 

 

〇特に商業については、町民が町外で相当額の買い物をしている（商業流出）と考えられることか

ら、卸・小売事業者の高齢化や担い手不足により、今後も更に買い物の利便性が低下して、深刻

な状況に陥る懸念もある。 

 

〇同様に、人口減少下においては、交流人口の増加によって、商業や各種サービス業などの底上げ

を図る狙いもあるが、長沼町では入込客数も少なく、観光が地元産業に与える影響も、今のとこ

ろは決して大きくはない。 

 

■行政や公共施設などについて 

〇人口減少下においては、間違いなく現行の公共施設の数や機能は余剰化していくことになる。 

 

〇このため、今回の将来人口推計などに基づいた科学的な見通しによる必要施設量予測や、総量縮

減に向け、課題などをあらかじめ整理した上で目標達成までのスケジュールを明示することなど

により、財政負担の減少や長沼町の行財政改革推進につなげていく必要がある。 

 

〇例えば消防や医療などについては先んじて連携等が図られているが、その他の行政サービスや公

共施設などについても、長沼町が単独で維持・運営すべきものなのか、近隣との連携による集約

化やスリム化が図れないかといった視点も更に必要になる。 

 

〇あわせて、今後の交流人口の増加を見据えると、観光に関する取組の一層の活発化なども不可欠

になるが、観光客の動向やニーズなどから、より広域的な枠組み、例えば北海道や道央といった

地域での連携や連動といった切り口も必要になる。 

 

〇このように行政など内部効率化に向けた連携と、観光など外部との連携といったように両面での

検討が重要になる。 
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■将来人口の目標設定 

以上の検討から、長沼町人口ビジョンでは、以下のとおり目標人口を設定する。 

●長沼町の 2040 年（平成 52 年）人口を 9,300 人、 

2060 年（平成 72 年）人口を 7,900 人とする 

 

■目標設定の理由 

〇特に長沼町の現在の出生率や社会増減に着目した厳しい現状認識を踏まえる 

※一方で、今後の長沼町の様々な「機能」を維持するためには、今回設定した目標程度は確保する必

要あり 

※余りにも現状と乖離した目標ではなく、今後の取組次第で充分に達成可能な目標を設定 

 

〇出生率は国や北海道の方針や取組などに加え、長沼町独自の施策展開（上乗せ）を検討

し、2030 年（平成 42 年）に 1.80、2040 年（平成 52 年）に 2.07 を実現 

※先行した人口ビジョンでは、ＴＦＲがこれらを下回るケースがあるが、道内ではどの市町村もこの

数値を適用 

 

〇10 歳代後半から 20 歳代にかけての人口流出が顕著で、この対策が不可欠 

※進学や結婚、就職といった「タイミング」だが、地元産業との連携や雇用の提供により、少なくと

も一方的な転出は食い止める 

※進学等による転出の回避は実質的には困難であることから、目標として 2040 年の段階で転出と転入

は均衡させる 

 

〇なお、流出入に関しては、現状と対比して 2040 年時点で 46 人の流入増加ないしは流出

減少を図ることになる。 

※2012 年（平成 24 年）時点でみると、流入超過が 32 人（実績値）となっており、状況によっては流

出幅の圧縮は可能である。 

  

⻑沼町の将来⼈⼝の⽬標設定 
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■目標実現に向けて 

設定した目標（2040 年：9,300 人、2060 年：7,900 人）達成のためには、以下の２点をクリアする必

要がある。 

 

〇合計特殊出生率は北海道の試算並みとなる 2030 年 1.80、2040 年 2.07 を確

保 

〇2040 年段階で流出入を均衡（流出＝流入） 

 

 

雇用：人口減少下においても堅実な雇用の確保 

〇これまではサービス業などで掘り起こしが行われてきたが、今後は基幹産業である第一次産業なども

視野へ（6次産業化など） 

〇地域全体でみると雇用自体は足りないものの、業種や職種別にみるとばらつきが今より顕著になるこ

とが予想されることから、「適正化」を図る必要あり 

 

産業：商業の見直しと観光の活性化 

〇引き続き基幹産業である第一次産業を柱とした活性化方策を検討する必要あり 

〇特に商業面でマイナスの影響が大きくなる懸念大 

 

行政：公共施設などの効率的な活用 

〇今後の人口減少下においては、現行の公共施設の数や機能は余剰化していくことになることから、町

民が求める行政サービス水準をしっかりと維持した上で、公共施設の削減や効率化を行うことが極め

て重要 
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長沼町の概況 

 

 長沼町は、北海道の玄関口新千歳空港のある千歳市から 28ｋｍ（車で約 30 分）、道都

札幌市から 32ｋｍ（車で約 50 分）、また周辺を札幌の衛星都市である北広島市・恵庭市

等に囲まれた都市近郊の立地にありながら、総面積 168.52ｋ㎡のうち、農地が約 113ｋ㎡

を占め、どこまでも続く地平線を楽しめる農村景観豊かな町です。生産している作物も、

北海道の中では直近のデータでは大豆が１位、大根が２位、長ネギが３位、その他水稲、

小麦の穀類、ブロッコリー、キャベツ、トマト、キュウリ、アスパラなどの野菜、ブルー

ベリー、プルーンなどの小果樹、リンゴ、ブドウ、サクランボなどの果樹まで、北海道で

収穫できるものは全て生産しているといっても過言ではありません。その豊かな農産物を

求め、札幌近郊はもとより、遠くからも訪れる人が多く、その安心・安全でおいしい農産

物のため、移住を希望する人も多くいます。またイベントも多く、特に年５回第４土曜に

開催する「夕やけ市」には、2014 年度（平成 26 年度）で約 42 千人が訪れ、活気あふれ

る町となっています。 

 

しかし、長沼町の人口は長沼町人口ビジョンで示すとおり、1960年（昭和35年）の18,763

人から減少傾向にあり、1990 年（平成２年）から 2005 年（平成 17 年）の間では一時横

ばい又は微増となりましたが、その後はまた減少に転じ、2015 年（平成 27 年）３月末（住

民基本台帳）で 11,439 名となっています。このまま推移しますと、10 年後には人口１万

人を下回り、40 年後には人口６千人台となると予測されます。 

 

人口増減では、2012 年（平成 24 年）中に社会増減がプラスとなり、明るい兆しは見え

ていますが、年度毎のばらつきが多く、自然増減・社会増減ともに減少傾向は続いていま

す。 

  

⻑沼町 まち・ひと・しごと総合戦略 

⻑沼町 まち・ひと・しごと総合戦略の策定にあたって
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人口減少の要因 

 

人口減少には様々な要因が考えられますが、大きな要因としては就職先の不足による学

卒者の転出、また、少子高齢化が進んでいる中での自然減が挙げられます。出産適齢期で

ある 20 歳から 30 歳代の女性自体が減少していることから、０歳から４歳の層も減少し、

結果として出生数が減少しています。また、最近の国の農業施策でも土地の集約・大規模

化が推進されているため、一戸当たりの耕作面積の増大が農家戸数の減少を招いています。 

 

人口が減少する中で、雇用の場の不足から、特に 15 歳から 64 歳までの生産年齢人口の

減少が顕著であり、町内の経済活動も縮小し、雇用の場がますます不足するという負の連

鎖が起こっていると考えられます。 

 

 

人口減を食い止め、町を活性化させるには 

 

 人口減を食い止め町を活性化させるには、人口減少の要因に対処するとともに、活性化

させるための大胆な方策が必要です。長沼町では国の総合戦略が定める政策分野に従い、

長沼町の実情に合わせた次の４つの基本目標を策定します。 

 

（１）安定した雇用の創出     （２）新しい人の流れをつくる 

（３）子ども・子育て支援の充実  （４）安心・安全なくらしを守る 

 

 

対象の期間 

 

 総合戦略の対象期間は、2015 年度（平成 27 年度）から 2019 年度（平成 31 年度）まで

の５年間とします。 
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（１）「まち」の目指す姿 

人口減少等を踏まえた地域コミュニティの形成 

〇将来の人口減少を踏まえた地域間交流の促進 

〇住民が安心して生活できる環境の充実 

〇長沼らしい景観の形成に向けた取組の展開 

 

（２）「ひと」の目指す姿 

若い世代が安心して子育てできる環境づくり 

〇出産と子育てに関する支援体制の充実 

〇子育てなどに関する負担感や不安の軽減を図るための交流事業などの展開 

〇健やかな子どもの成長を考える教育環境の整備 

〇ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

 

まちの魅力を情報発信し新たな観光振興・移住などの促進 

〇豊かな自然と地域性を生かした観光や移住促進に向けた体制の強化 

〇観光客・移住者増加に向けた町内観光施設などの計画的再整備や観光・移住希望者向け

ＰＲの強化 

〇若者・移住者向け住宅環境の充実 

 

（３）「しごと」の目指す姿 

町の産業構造を堅持するための安定した人材確保と雇用創出 

〇地元企業・産業における人材確保に対する支援の強化 

〇特産品開発支援体制の充実 

〇起業に対する各種支援の展開 

  

⻑沼町 まち・ひと・しごと総合戦略の⽬指す姿
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社会的移動を分析すると 15 歳から 24 歳までの転出が突出して多く、その大半が学卒

者の転出と思われます。その大きな要因に就職先不足が推測され、現存の産業では就職

先の確保が難しい状況にあります。主産業である農業を中心に、産業のすそ野を広げ、

新しい産業を創出するとともに、企業の誘致も積極的に進め、安定した雇用の確保に取

り組みます。 

 

基本目標１ 安定した人材確保と雇用の創出               

 

■数値目標 

雇用状況を改善し、特に学卒者の流出を食い止める。 

学卒者流出改善：（15 歳～24 歳人口） 

2005 年（平成 17 年）～2010 年（平成 22 年） ▲143 人 

→ 2019 年（平成 31 年） ▲100 人 

 

■重要業績評価指数（ＫＰＩ） 

指 標 数値目標：2019 年（平成 31 年） 

新たな６次産業化取組件数  

農業等の新規事業取組件数（ＩＣＴ等） 

企業誘致・新規起業数 

地元企業等雇用の「受け皿」の開拓や就職に向け

た学校との連携などの件数 

７件 

３件 

５件 

 

５件 

 

■基本的方向 

〇地元企業・産業における人材確保に対する支援の強化 

〇特産品開発支援体制の充実 

〇起業に対する各種支援の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 安定した雇⽤の創出 
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〇農業の６次産業化（食のブランドづくりの推進） 

 

 長沼町ではレストラン、民宿、加工に取り組む農家が多い地域です。その取組を促進・

発展させ、産業創成の“芽”として、新たな取組を行う企業・個人に積極的に補助を行

います。“長沼”ブランドの創出はもちろんのこと、近隣自治体と連携しツーリズムな

どを企画し、スケールメリットを発揮することにより付加価値の増加を図ります。また、

農業の規模拡大が進む中で、生産者自身が新たな取組を行うことが難しくなってきてい

ます。経営の専門家や金融機関と連携を取り、外部から農業生産物を生かした取組を行

う人材を取り入れるためのマッチングを図っていきます。 

 

 

〇農業ＩＣＴの推進 

 

 長沼町には農地に隣接しＩＴ事業で設置した無線鉄塔があり、農村地域でありながら

ほぼ全域ＦＴＴＨ網が張り巡られています。その鉄塔とＦＴＴＨ網を利用し、ＲＴＫ－

ＧＰＳ基地局や無線ＬＡＮを設置することにより、農業へのＧＰＳの活用による施肥・

防除の無駄の削減、ドローンや無人走行トラクター等の実証実験などを検討します。特

に商用ドローンはリモートセンシングのコストを下げることができ、潅水・施肥の時期

や量を調整し農業コストの低減・省力化が期待できます。また、ＧＰＳの利活用につい

ては、隣接する自治体との連携により基地局の有効活用も図ることも検討します。 

※ＦＴＴＨ:(Fiber To The Home)光ファイバーによる家庭向けデータ通信環境 

※ＲＴＫ:(RealTime Kinematic)固定基地からの補正信号受信により、移動局におけるＧＰＳ衛星に

よる測定誤差を補正し精度を向上する手法 

 

 

○企業誘致の促進・起業支援 

 

① 企業誘致の促進 

 

 人口流出の大きな要因である就職先の不足を解消するためには、企業誘致の推進が不

可避です。企業誘致促進条例等を制定し、課税免除・雇用奨励金等各種助成の確立と同

時に、町内の遊休地の洗い出し、道央圏連絡道路の土地利用状況を勘案しながらの造成

も視野に入れた工業用地の調査を図っていきます。また、大都市の災害リスクが高まっ

ている中、災害時のバックアップオフィスとしての役割や、従業員の保養を兼ねた環境

の良い田舎へのサテライトオフィスの誘致を推進します。また、アグリビジネスやネッ

ト販売などの小さな起業に対応するためのシェアオフィスの設置を、統合後の空き校舎

を複合施設として利活用する検討をしていきます。必要な職種の人材を募集するワーク

インレジデンスの活用についても、長沼に必要な業種を検討しながら活用していきます。 
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② 起業支援 

 

 地方創生の牽引役として、地方ベンチャーは重要です。町内での起業を促進するため

に、金融機関や商工会などと連携、広域での取組を行い、起業に関するワンストップの

窓口の設置や、起業に関するセミナーなどを開催する起業塾の開設を行います。既存公

共施設ストックの利活用の中で、コーディネート機能も併せ持つインキュベーションオ

フィスの設置も検討していきます。また、空き店舗を若者等に安価で貸し出すチャレン

ジショップの活用も検討していきます。 

※インキュベーションオフィス：起業支援と職場の両方の提供を行う施設 

 

 

〇地元企業のＰＲと雇用の安定 

  

① 地元企業のＰＲ 

 

ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）の分析によると、本町では食料品（ジンギスカ

ン・乳製品等）及び木材・木製品製造業（建築資材等）の製造業の特化係数が比較的高

くなっており、その中で事業規模域等から町内経済への影響が強いのは食料品製造業と

なっています。製造した食料品の外へのＰＲ活動により、特色を生かした“稼ぐ力”を

推進させます。特に北海道や近隣自治体と連携した首都圏等での特産品フェアなどによ

り、長沼ブランドのＰＲを積極的に行っていきます。 

 

② 人手不足など雇用ギャップの調整による雇用の増加と求職者支援 

 

将来にわたり、若者などが地元で充実した仕事に就くことができるように、求職者に

対する情報発信はもちろん、地元企業とのマッチングや各種サポート、企業や地域など

の連携なども促します。また、農業主体の産業構造のため、通年雇用が難しい現状を踏

まえ、冬期間の雇用の確保や創出を図るとともに、求人条件と求職条件のアンマッチの

改善を行っていきます。 

 

③ 農業後継者対策 

 

 農業後継者のいない農家が離農するに当たり、現況では準備金制度等が有利に活用で

きるため、近隣の農家が農地を購入し規模拡大しています。その売却益で町外に移住す

る方も多くおり、人口減少の一因となっています。また、離農する農家の中でも大規模

な農業はできないが、細々と農業はやっていく希望を持った方も多くおります。居抜き

で農家ができるようにそのような方々をデータベース化し、新規就農希望者とのマッチ
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ングを図っていきます。グリーンツーリズム事業を活用し、都市住民との交流を行い、

相互理解を深めていくことで実現可能性を高めていきます。 

 

④ 学校との連携事業 

 

 長沼町近郊の都市には多くの大学が存在していますが、その多くが卒業後札幌を始め

都市に流出し、地域には定住しておりません。定住を促進するために、近隣自治体と協

議会を設置し大学と連携することにより、卒業後の定住に取り組んでいきます。特に長

沼町では恵まれた地理条件や農産物資源を活用した、産学官連携による学内起業等への

効果が期待できます。 
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長沼町は特に農業で日本有数の農産物供給地となっていますが、ブランド化された農

産物が少なく、残念ながら知名度は低いのが現状です。農産物に付加価値をつけるため

にも、ブランド化を含めた町のプロモーション活動が重要となります。また、長沼町は

移住定住対策を行っていますが、なかなか成果に結びついていません。お試し暮らしな

どは多くの自治体が行い制度自体も陳腐化し、利用者も安く長期滞在できる宿程度に考

えていると推測されます。移住を具体化した事業として対策し、都市近郊での田舎暮ら

しを求める移住者に、魅力溢れる住環境の提供を行っていきます。 

 

基本目標２ 移住促進など町外からの転入者の増加            

 

■数値目標 

移住定住に対するプロモーションを積極的に行い、社会移動増を目指す。 

社会移動（転入者－転出者）：2014 年（平成 26 年） ▲69 名 

→ 2019 年（平成 31 年） プラスへ転化 

 

■重要業績評価指数（ＫＰＩ） 

指 標 数値目標：2019 年（平成 31 年） 

首都圏等よりの移住数 

グリーンツーリズム受け入れ数 

（平成 26 年：4,187 人） 

観光関連イベント・ツアー・新規ツーリズム 

長沼町入り込み観光客（平成 25 年：84 万人） 

20 世帯 

現状維持 

 

５件 

90 万人 

 

■基本的方向 

〇豊かな自然と地域性を生かした観光や移住促進に向けた体制の強化 

〇観光客・移住者増加に向けた町内観光施設などの計画的再整備や観光・移住希望者向

けＰＲの強化 

〇若者・移住者向け住宅環境の充実 

 

 

 

 

 

 

２ 新しい⼈の流れをつくる（⼈⼝減少対策）
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○首都圏等からの移住促進 

 

① 各種プロモーションの活用 

 

 人の流れをつくるためには「長沼」の名前を知ってもらうのが重要です。農業のブラ

ンド戦略も含め、総合的に「長沼」を売り出していくシティプロモーション活動を行っ

ていきます。また、本町には安心安全で新鮮な農産物だけではなく、毎分 1,150 リット

ルの豊富な湧出量を誇る 100％かけ流しのながぬま温泉、豊かな地形をそのまま生かし

た｢ペケレ｣｢マオイ｣｢ワッカ｣の３コース２７ホールを持つマオイゴルフリゾート、都市

近郊でありながら静かな環境で自然を楽しめるマオイオートキャンプ場、観光牧場のハ

イジ牧場、数多くのファームレストランなど、魅力的な施設が多くあります。観光エー

ジェントなどと連携しＰＲ活動を行うことにより、道内外や国外からの交流人口増加を

図っていきます。 

 

② 仕事付きお試し暮らし 

 

 移住の大きな障害は収入の確保と考えられます。移住者を積極的に採用してくれる事

業者があれば、お試し暮らしとお試し就職を合わせて事業化でき、移住の現実性を持っ

た事業となりえます。また、都市住民には田舎での起業を夢みている者も多く存在しま

す。町内の空き店舗を町で借入れ、安価な料金により期間限定で貸出し、事業化の是非

を検討してもらう取組等を行います。 

（店舗型・飲食店型２タイプなど） 

 

③ 空き家・空き地対策 

 

 長沼町でも空き家バンク事業を行っておりますが、余り稼働しておらず、移住者に対

する住民の抵抗感と不安感が多いのも事実です。田舎暮らしのニーズはかなり高く問い

合わせは多いのですが、不動産業者が無く移住者が家屋・土地を探そうとしても難しい

のが現状です。移住情報に係るワンストップ窓口を設置し、空き家・空き地の実態を調

査し斡旋できる物件を集めるとともに、地域共同活動や農薬の問題等、田舎暮らしの情

報を移住希望者に伝え理解を得ることにより、地域とのマッチングを図っていきます。

また、空き家の所有者に対しリフォーム資金を助成することにより、空き家の流動化が

図れ、環境の改善と移住者の増加が期待できます。 
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④ 優良田園住宅の造成 

 

 田舎への移住を希望する方は、都会には無いゆとりある生活を求めています。そうい

ったニーズに対応するため、ゆとりのある住空間を持った優良田園住宅の設置が移住者

の増加には有効です。地権者や不動産デベロッパーへの支援・遊休町有地を活用し、魅

力的な宅地の整備に取り組みます。 

 

⑤ 移住者助成 

 

 地価下落が進み住宅の都心回帰が起こっているため、都市近郊の長沼町への流入が減

少しています。長沼町への流入を促進させるため、家賃助成、住宅新築者へは住宅購入

資金、通勤通学者へは費用の助成を行い、住宅は環境の良い本町で、通勤通学で札幌圏

への暮らし方への後押しをします。また、移住ツアーや体験ツアーなどのイベントと、

ＨＰや移住フェアを北海道や近隣自治体と共同で積極的に開発し、移住希望者の掘り起

しを図ります。 

 

⑥ 地域おこし協力隊の積極活用 

 

 地域おこし協力隊は 2013 年度（平成 25 年度）で全国 318 団体 978 名もの取組となっ

ており、総務省は 2016 年度（平成 28 年度）までに３千名を目標としています。また、

2013 年（平成 25 年）６月末調査では任期終了後約６割が同じ地域に定住しています。

総合戦略で行う事業をカバーする人員としての役割はもとより、昔から言われる地域活

性化に必要な“よそ者・ばか者・若者”として重要な役割を果たすはずです。 

 

⑦ 農業シェアハウス 

 

 農業に憧れる潜在的需要は多いと思われますが、実際に都市住民がいきなり農業に就

農するには、高いハードルがあるのも事実です。そのギャップを埋めるためにも、農業

に興味がある若者が生活をシェアし、農業への理解を深めていくための取組として、農

業シェアハウスを設置します。 
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○交流人口の増加 

 

① 各種ツーリズムの開発 

 

 本町では 2004 年（平成 16 年）より本格的にグリーンツーリズム事業に参入し、修学

旅行生を中心に多くの人を受け入れています。その反面、高齢化・野菜作付による農作

業の増加により、受入れ農家の減少も深刻になってきています。農家の負担を減らすた

めにも、商工業者やアーティスト、近隣自治体と連携し、他分野・他地域連携によるグ

リーンツーリズムの拡充を目指します。 

また、渡り鳥を始め自然環境を生かしたエコツーリズム、町内に数多く在住している

芸術家とコラボレーションしたアートツーリズム、景観を利用したサイクルツーリズム、

どぶろくやワインと食を合わせた酒蔵ワイナリーツーリズムなど、長沼町単独だけでは

なく、魅力あふれる空知の自治体と共に様々なニューツーリズムを開発し、交流人口の

増加を図っていきます。 

 

② 農業後継者対策（再掲） 

 

 農業後継者のいない農家が離農するに当たり、現況では準備金制度等が有利に活用で

きるため、近隣の農家が農地を購入し規模拡大しています。その売却益で町外に移住す

る方も多くおり、人口減少の一因となっています。また、離農する農家の中でも大規模

な農業はできないが、細々と農業はやっていく希望を持った方も多くおります。居抜き

で農家ができるようにそのような方々をデータベース化し、新規就農希望者とのマッチ

ングを図っていきます。グリーンツーリズム事業を活用し、都市住民との交流を行い、

相互理解を深めていくことで実現可能性を高めていきます。 

 

③ ネット環境の強化 

 

 観光客の増加、特にインバウンドマーケティングにはネット環境の強化が重要です。

ＳＮＳなどの口コミによる観光客の増加は、これからの観光戦略の主流になる可能性を

秘めています。新千歳空港に近い利点を生かすため、道の駅を始めながぬま温泉などの

公共施設への無料Ｗｉ－Ｆｉ環境の設置、ファームレストラン等民間施設のＷｉ－Ｆｉ

環境設置への補助を検討していきます。 
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今の長沼町の人口ピラミッドの分析では、出産適齢期の女性人口の減少が顕著であり、

合計特殊出生率を人口置換水準である 2.07 としても人口は減少していく傾向となりま

す。人口増には合計特殊出生率と女性出産適齢人口の双方の増加が不可避です。安心し

て子供を産める環境、特色ある子育て環境、特色ある教育の施策を行い、子供を産みた

くなる、子育てしたくなる町づくりが必要です。また、結婚を選択しない“おひとりさ

ま”や、子どもを持たない“ＤＩＮＫＳ”も増えており、結婚したくなる・子どもが欲

しくなる施策も併せて必要となってきています。 

 

基本目標３ 若い世代が安心して子育てできる環境づくり         

 

■数値目標 

安心して出産・子育てできる環境づくりを行い、出生数の向上を目指す。 

合計特殊出生率：2012 年（平成 24 年） 1.43 → 2019 年（平成 31 年） 1.50 

 

■重要業績評価指数（ＫＰＩ） 

指 標 数値目標：2019 年（平成 31 年） 

母親学級参加率（平成 26 年：57％） 

待機児童対策（現状無し） 

乳幼児健診（平成 26 年：98％） 

児童館整備 

婚活事業実施 

60％ 

現状維持 

100％ 

１件 

年間２件 

 

■基本的方向 

〇出産と子育てに関する支援体制の充実 

〇子育てなどに関する負担感や不安の軽減を図るための交流事業などの展開 

〇健やかな子どもの成長を考える教育環境の整備 

〇ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

 

 

 

 

 

 

 

３ ⼦ども・⼦育て⽀援の充実



51 

○出産支援 

 

 出産を控えた夫婦への出産の準備として両親学級、出産への不安を解消するため母親

学級、出産後の活動準備等の支援を行っております。今後も何が必要とされているかニ

ーズを把握し、適した支援を行っていきます。また、不妊で悩む夫婦に対し、一般不妊

治療への助成を 2015 年度（平成 27 年度）より開始しました。望まれる方が無事出産で

きるように、支援を続けていきます。 

 

 

○余裕ある子育て支援 

 

① 余裕ある子育て支援 

 

子育て世代の支援のため現在中学生までおこなっている医療費の無料化を継続し、そ

の拡充を検討していきます。また、子供の預かり支援を行うファミリーサポート事業、

現在民間病院で行われている病後児保育の拡充、病気の回復期にある子供の預かり支援

体制を検討し、共働き子育て世帯が安心して仕事を続けられ、出生率の増加を推進しま

す。 

 

② 保育所の拡充 

 

 働きながら子育てをおこなうワーク・ライフ・バランスでは、保育所の役割が非常に

重要です。０歳児保育の充実、民間幼稚園との連携や幼保一体的運営の検討を進めます。 

 

③ 自営業者の子育て支援 

 

 国の政策もあり産前産後休暇・育児休業の一般企業への普及は進んできていますが、

農業・商工業等の自営業者はその恩恵に預かることができず、出産時の労働力不足の問

題から、出生率向上の弊害となっています。自営業者の出産時の労働力不足に対し、労

働力や経費の補てんを行う施策を検討していきます。 
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○教育環境の整備 

 

① 特色ある教育 

 

 地方でも先進的な教育を受けることができるように、小中一貫教育による英語・プロ

グラミング・プレゼンテーション・道徳等の義務教育課程の検討や、タブレット端末を

活用したＩＣＴ教育などを実施し、コミュニケーション力・情報発信力・自己発表力を

高め、社会への適用能力の高い教育を目指します。 

 

 

② 一貫した教育環境 

 

 長沼町人口ビジョンからは５歳から１９歳までの減少が著しく、高校進学を見据えた

中学時の転出や高校進学による転出と推測されます。その場合世帯全員での転出が主と

なり、移動人数からも社会的移動の大きな要因となります。それを食い止めるために、

0歳から 18 歳まで本町での一貫した教育環境づくりを目指し、保育園・幼稚園との連携

から放課後子ども教室・学童保育の拡充、児童館の整備、小中一貫教育、高校への特色

ある教育への支援を検討していきます。 

 

 

○婚活事業 

 

 農業・商工業後継者と田舎暮らしに憧れる女性に対し、イベント等の出会いの機会を

設けることにより、自然増・社会増ともに期待できるため、ＪＡグリーンパートナー実

行委員会や商工会と協力し、実りある婚活事業を検討していきます。また、町内にも結

婚しない“おひとりさま”が増加しており、まちコンなど積極的に出会いの場を設ける

取組を行います。 
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これまで町では、町民の安全・安心な暮らしを守るために、道路、治水、上下水道、

道の駅、学校、温泉や保健福祉施設といった、まちの土台となるインフラの整備に加え、

全戸配布の防災広報無線、ハザードマップや地域防災計画の作成などを行ってきました。 

 今後、少子高齢化の波の中にあっても、子育て世代をはじめとする人々にとって安

全・安心な暮らしやすい町であるためには、まちの魅力を更に高めていくことが必要で

す。そのためには、長沼町に今あるハード、ソフトを時代に合わせて維持、更新しなが

ら最大限活用することに加え、他の周辺自治体ともこれまで以上に連携し、互いの良さ

を生かし高め合う取組が必要です。 

 

基本目標４ 人口減少等を踏まえた地域コミュニティの形成        

 

■数値目標 

住みよさへの町民アンケートの肯定的回答。 

アンケート住み良さ：2010 年（平成 22 年） 82.5％ 

→ 2019 年（平成 31 年） 現状維持 

  （総合振興計画町民アンケート住み良さ項目、住み良い・まあまあ住み良いの回答合計） 

 

■重要業績評価指数（ＫＰＩ） 

指 標 数値目標：2019 年（平成 31 年） 

遊休公共施設の活用 

学校等との連携事業 

がん検診受診率 

特定健診受診率 

５件 

10 件 

50％ 

60％ 

 

■基本的方向 

〇将来の人口減少を踏まえた地域間交流の促進 

〇住民が安心して生活できる環境の充実 

〇長沼らしい景観の形成に向けた取組の展開 

 

 

 

 

 

 

４ 安⼼・安全な暮らしを守る
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○時代に合った地域づくり 

 

① 既存公共施設ストックの利活用 

 

長沼町の活性化のために、統合された校舎等の公共施設ストックを利用し、１．新規

就農者の住居を含めた新規就農センター、２．芸術家のアトリエ、３．民間のサテライ

トオフィス・シェアオフィス、４．役場出張所、５．町外教育機関のサテライト校舎、

６．郷土資料館・美術館、７．チャレンジショップ、８．民間店舗等の複合施設等の設

置を検討します。また、賃料収入から施設の維持管理費の軽減も期待でき、非常時には

災害施設として安心安全な地域づくりを行います。 

 

② 学校との連携事業（再掲） 

 

 長沼町近郊の都市には多くの大学が存在していますが、その多くが卒業後札幌を始め

都市に流出し、地域には定住しておりません。定住を促進するために、近隣自治体と協

議会を設置し大学と連携することにより、卒業後の定住に取り組んでいきます。特に長

沼町では恵まれた地理条件や農産物資源を活用した、産学官連携による学内起業等への

効果が期待できます。 

 

③ 定住自立圏の検討と広域連携体制の構築 

 

 様々な事務・事業について、定住自立圏の形成等を視野に近隣市町と連携体制を構築

することで、３大都市圏への人口・富の流出を防ぐことが急務です。近隣自治体への働

きかけや協働により、定住自立圏の検討や広域連携体制を構築し、人口流出に歯止めを

かける取組を行います。 

 

④ 機能的かつ効率的な都市機能の維持 

 

まちづくりに関する情報収集や相談機能など、地域住民によるまちづくりの充実を図

るとともに、地域団体の活動を活性化し、地域での安心な暮らしや生きがいづくりに住

民がより積極的に参画する体制の整備を図り、地域の高齢化、人口減少に向けた今後の

在り方などについて検討を進めます。 
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⑤ 公共交通の活性化対策 

 

長沼町では、平成２０年より地域公共交通活性化協議会を設置し、公共交通機関の活

性化について議論を重ね、デマンドバスの導入等を行ってきました。引き続き町民のニ

ーズの把握に努め、限られた財源の中での公共交通の在り方について検討を進めます。 

 

 

〇自ら取り組む健康づくりへの支援 

 

町民一人ひとりが自らの健康づくりに取り組めるように、各種の健康支援や健康増進

事業の推進、地域リハビリテーション連携の支援、食育の推進、生活習慣病予防対策、

総合的ながん対策、たばこ対策、自殺対策などに多面的に取り組みます。 

 スポーツなどを通じた健康意識を高めるため、種目やレベル、年齢にこだわらず、気

軽に参加することができる環境を整備します。 
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今後の検討 

 

総合戦略策定に向けては、今後のより具体的な施策展開を行なうため、ある程度の方向

性をあらかじめ検討しておく必要がありますが、本町の基本的な考え方等が未だ固まって

いない項目や町内のコンセンサスが必要なもの、「産」や「学」、「金」、「労」、「言」など

の理解や協力が不可欠なものなども多数含まれます。 

このため、今後の早急な検討を要する項目について改めて整理し、早期実行につなげる

ための検討を継続します。 

 

 

総合戦略の検証方法 

 

 長沼町まち・ひと・しごと総合戦略では国の「総合戦略」の方針に従い、政策の目標を

明確にする重要業績評価指数（ＫＰＩ）を設定し、それを検証・見直しを行う仕組みとし

て、産・官・学・金・労・言と住民の代表から構成される、長沼町まち・ひと・しごと創

生推進会議を設置し、ＰＤＣＡサイクルの確立を図っていきます。 

 

※産・官・学・金・労・言：（産）産業界、（官）地方公共団体・国の関係機関、（学）大学等の高等教育機関、（金）金

融機関、（労）労働団体、（言）マスメディア。 

※ＰＤＣＡサイクル：ＰＬＡＮ（計画）、ＤＯ（実施）、ＣＨＥＣＫ（評価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）の４つの視点と取

り込むことで、プロセスを不断のサイクルとし、継続的な改善と推進するマネジメント手法。 

 

 

議会との関係 

 

総合戦略については、議会と執行部が一体となって推進して行くことが必要不可欠であ

ることから、総合戦略策定と同様に効果検証（ＰＤＣＡサイクル）の段階においても、十

分な審議を行っていきます。 

 

 

補助事業の活用、単独事業の積極的な推進 

 

総合戦略を確実に進めるための財源として、まち・ひと・しごと創生事業、地方創生の

深化のための新型交付金や総合戦略を踏まえた各省庁の補助事業を活用することはもと

より、地域の自主性を発揮した単独事業にも積極的に取り組んでいきます。 

 

⻑沼町 まち・ひと・しごと総合戦略の実現に向けて
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